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議案第 １１５ 号  

 

周南市教育委員会の職務権限の特例に関する条例の一部を改正する条例 

制定について 

 

周南市教育委員会の職務権限の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

 

令和５年１２月５日 提出 

 

周南市長  藤  井  律  子        

 

周南市教育委員会の職務権限の特例に関する条例の一部を改正する条例 

周南市教育委員会の職務権限の特例に関する条例（平成24年周南市条例第57号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「文化財の保護に関すること」を「次号に掲げるもの」に改め、同

条に次の１号を加える。 

(３) 文化財の保護に関すること。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の周南市教育委員会の職務権限の特例に関する条例の規定により市長が管

理し、及び執行することとなる事務（以下「移管事務」という。）に関し、この

条例の施行の際現にその効力を有する教育委員会がした処分その他の行為は、市

長がした処分その他の行為とみなす。 

３ 移管事務に関し、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に教育委員

会に対してなされた申請その他の行為に係る施行日以後の法令の適用については、

当該行為が市長に対してなされたものとみなす。 

（周南市鶴いこいの里条例の一部改正） 
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４ 周南市鶴いこいの里条例（平成15年周南市条例第101号）の一部を次のように改

正する。 

第３条中「周南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「市長」に

改める。 

第４条中「主事その他」を削る。 

第７条から第11条まで、第13条から第16条まで及び第21条中「教育委員会」を

「市長」に改める。 

第22条中「補てん」を「補塡」に改める。 

第23条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

（周南市文化財保護条例の一部改正） 

５ 周南市文化財保護条例（平成15年周南市条例第116号）の一部を次のように改正

する。 

第３条中「周南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「市長」に

改める。 

第４条、第５条第１項及び第２項、第６条並びに第７条第１項、第２項及び第

４項中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第８条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第９条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第10条中「教育委員会」を「市長」に改め、同条第４号中「き損」を「毀損」

に改める。 

第11条第２項中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第12条第１号中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第13条第１項本文中「教育委員会」を「市長」に改め、同項ただし書中「教育

委員会規則」を「規則」に改め、同条第２項及び第３項中「教育委員会」を「市

長」に改める。 

第14条及び第15条第１項中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第16条第１項中「教育委員会」を「市長」に改め、同条第３項中「又はき損」

を「又は毀損」に改める。 

第17条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第18条中「教育委員会」を「市長」に、「囲さく」を「囲柵」に改める。 
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第19条第１項、第２項、第４項及び第５項並びに第20条第１項、第２項、第５

項及び第６項中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第21条中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「市長に」に

改める。 

第22条第１項中「教育委員会」を「市長」に改め、「、市は」を削る。 

第23条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第24条第１項中「教育委員会」を「市長」に改め、同条第２項中「別に教育委

員会が」を削る。 

第25条を次のように改める。 

（委任） 

第25条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（周南市文化財保護条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ この条例の施行の際現に周南市文化財審議会の委員である者は、施行日に、前項

の規定による改正後の周南市文化財保護条例第24条第１項に規定する周南市文化

財審議会の委員に任命されたものとみなす。この場合において、その任命された

ものとみなされる者の任期は、令和７年６月30日までとする。 

（山田家本屋保存条例の一部改正） 

７ 山田家本屋保存条例（平成15年周南市条例第265号）の一部を次のように改正す

る。 

第４条ただし書中「周南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「市長」に改める。 

第５条ただし書及び第７条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第10条を次のように改める。 

（指定管理者による管理） 

第10条 市長は、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管

理者」という。）に、山田家本屋の管理を行わせることができる。 

第11条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第13条第４号中「委託された」を削る。 

第14条及び第15条中「教育委員会」を「市長」に改める。 

（周南市民俗資料展示施設条例の一部改正） 
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８ 周南市民俗資料展示施設条例（平成17年周南市条例第27号）の一部を次のように

改正する。 

第３条中「周南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「市長」に

改める。 

第５条ただし書、第６条ただし書、第８条及び第10条中「教育委員会」を「市

長」に改める。 

第12条中「教育委員会が」を削る。 

第13条中「教育委員会が規則で」を「市長が」に改める。 

（周南市の政策推進における組織の役割を定める条例の一部改正） 

９ 周南市の政策推進における組織の役割を定める条例（平成24年周南市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第15号ア中「の支援及び文化財の保護・活用を図る」を「を支援

する」に改める。 
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（参  考）  

周南市教育委員会の職務権限の特例に関する条例新旧対照表  

現行  改正案  

（市長が管理執行する事務）  （市長が管理執行する事務）  

第２条  市長は、教育委員会の職務権限に属する事務のうち次

に掲げる事務を管理し、及び執行するものとする。  

第２条  市長は、教育委員会の職務権限に属する事務のうち次

に掲げる事務を管理し、及び執行するものとする。  

(１ ) （略）  (１ ) （略）  

(２ )  文 化 に関 す るこ と （ 文 化 財 の保 護に 関 する こ と を 除

く。）。  

(２ ) 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。  

＿＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

(３ ) 文化財の保護に関すること。  
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周南市鶴いこいの里条例新旧対照表（附則第４項の改正）  

現行  改正案  

（管理）  （管理）  

第３条  鶴いこいの里は、周南市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）が管理する。  

 

第３条  鶴いこいの里は、市長が管理する。  

 

（職員）  （職員）  

第４条  鶴いこいの里に所長のほか、主事その他必要な職員を

置く。  

 

第４条  鶴いこいの里に所長のほか、必要な職員を置く。  

 

（使用の許可）  （使用の許可）  

第７条  交流センター、須野河内交流館を使用しようとする者

は 、 あ ら か じ め 、 教 育 委 員 会 の 許 可 を 受 け な け れ ば な ら な

い。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とす

る。  

 

第７条  交流センター、須野河内交流館を使用しようとする者

は、あらかじめ、市長の許可を受けなければならない。許可

を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。  

 

（使用の制限）  （使用の制限）  

第 ８ 条  教 育 委 員 会 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き

は 、 許 可 し な い も の と す る 。 た だ し 、 第 ２ 号 の 場 合 に お い

て 、 特 に 教 育 委 員 会 が 必 要 と 認 め た 場 合 は 、 こ の 限 り で な

い。  

第８条  市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可

しないものとする。ただし、第２号の場合において、特に市

長が必要と認めた場合は、この限りでない。  

(１ )～ (３ ) （略）  

 

(１ )～ (３ ) （略）  

 

（宿泊の許可基準）  （宿泊の許可基準）  

第９条  教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合で 第９条  市長は、次の各号のいずれかに該当する場合でなけれ
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現行  改正案  

なければ、宿泊の許可をすることができない。  ば、宿泊の許可をすることができない。  

(１ )・ (２ ) （略）  (１ )・ (２ ) （略）  

(３ ) 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が適当である

と認めるもの  

 

(３ ) 前２号に掲げるもののほか、市長が適当であると認め

るもの  

 

（許可の条件）  （許可の条件）  

第 10条  教育委員会は、管理のため必要な範囲内で条件を付す

ることができる。  

 

第 10条  市長は、管理のため必要な範囲内で条件を付すること

ができる。  

 

（行為の制限）  （行為の制限）  

第 11条  運 動 広 場 又 は 野 鶴 監 視 所 （ 以 下 「 運 動 広 場 等 」 と い

う 。 ） に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 行 為 を し よ う と す る 者

は、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。  

第 11条  運 動 広 場 又 は 野 鶴 監 視 所 （ 以 下 「 運 動 広 場 等 」 と い

う 。 ） に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 行 為 を し よ う と す る 者

は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。許可を

受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。  

(１ )～ (６ ) （略）  (１ )～ (６ ) （略）  

２  教育委員会は、前項の許可の申請に係る行為が次の各号の

い ず れ か に 該 当 す る 場 合 に は 、 同 項 の 許 可 を し て は な ら な

い。  

２  市長は、前項の許可の申請に係る行為が次の各号のいずれ

かに該当する場合には、同項の許可をしてはならない。  

(１ )～ (３ ) （略）  (１ )～ (３ ) （略）  

３  教育委員会は、第１項の許可に運動広場等の管理及び鶴の

保護のため必要な範囲内で条件を付することができる。  

 

３  市長は、第１項の許可に運動広場等の管理及び鶴の保護の

ため必要な範囲内で条件を付することができる。  

 

（利用の禁止又は制限）  （利用の禁止又は制限）  

第 13条  教育委員会は、運動広場等の損壊その他の理由により

その利用が危険であると認められる場合又は運動広場等に関

第 13条  市長は、運動広場等の損壊その他の理由によりその利

用が危険であると認められる場合又は運動広場等に関する工
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現行  改正案  

する工事のためやむを得ないと認める場合において、運動広

場等を保全し、又はその利用者の危険を防止するため区域を

定めて運動広場等の利用を禁止し、又は制限することができ

る。  

 

事のためやむを得ないと認める場合において、運動広場等を

保全し、又はその利用者の危険を防止するため区域を定めて

運動広場等の利用を禁止し、又は制限することができる。  

 

（使用の許可）  （使用の許可）  

第 14条  運動広場を使用しようとする者は、あらかじめ、教育

委員会の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を

変更しようとするときも、同様とする。  

第 14条  運動広場を使用しようとする者は、あらかじめ、市長

の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更し

ようとするときも、同様とする。  

２  教育委員会は、前項の許可に運動広場の管理のため必要な

範囲内で条件を付することができる。  

 

２  市長は、前項の許可に運動広場の管理のため必要な範囲内

で条件を付することができる。  

 

（使用の制限）  （使用の制限）  

第 15条  教 育 委 員 会 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き

は、使用させないものとする。  

第 15条  市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用

させないものとする。  

(１ )～ (４ ) （略）  

 

(１ )～ (４ ) （略）  

 

（占用の許可）  （占用の許可）  

第 16条  水泳プールを占用しようとする者は、あらかじめ教育

委員会の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を

変更しようとするときも、同様とする。  

第 16条  水泳プールを占用しようとする者は、あらかじめ市長

の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更し

ようとするときも、同様とする。  

２  教育委員会は、前項の許可に水泳プールの管理のため必要

な範囲内で条件を付することができる。  

 

２  市長は、前項の許可に水泳プールの管理のため必要な範囲

内で条件を付することができる。  

 

（使用許可の取消し）  （使用許可の取消し）  
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現行  改正案  

第 21条  教育委員会は、使用者が次の各号のいずれかに該当す

る場合は、許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはそ

の条件を変更し、又は行為の中止、原状回復若しくは鶴いこ

いの里より退去を命ずることができる。  

第 21条  市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当する場合

は、許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件

を変更し、又は行為の中止、原状回復若しくは鶴いこいの里

より退去を命ずることができる。  

(１ )～ (３ ) （略）  (１ )～ (３ ) （略）  

(４ ) その他教育委員会において必要があると認めるとき。  (４ ) その他市長において必要があると認めるとき。  

  

（損害賠償）  （損害賠償）  

第 22条  使 用 者 は 、 鶴 い こ い の 里 の 施 設 又 は 機 材 器 具 を 損 傷

し、又は亡失したときは、その負担においてこれを修理し、

若しくは補てんし、又は金銭をもってその損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認

めるときは、賠償金額の全部又は一部を免除することができ

る。  

第 22条  使 用 者 は 、 鶴 い こ い の 里 の 施 設 又 は 機 材 器 具 を 損 傷

し、又は亡失したときは、その負担においてこれを修理し、

若しくは補塡し、又は金銭をもってその損害を賠償しなけれ

ばならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認め

る と き は 、 賠 償 金 額 の 全 部 又 は 一 部 を 免 除 す る こ と が で き

る。  

  

（委任）  （委任）  

第 23条  この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が定

める。  

 

第 23条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。  
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周南市文化財保護条例新旧対照表（附則第５項の改正）  

現行  改正案  

（財産権の尊重及び公益との調整）  （財産権の尊重及び公益との調整）  

第 ３ 条  周 南 市 教 育 委 員 会 （ 以 下 「 教 育 委 員 会 」 と い う 。 ）

は、この条例の施行に当たっては関係者の所有権その他の財

産権を尊重するとともに、文化財の保護と他の公益との調整

に留意しなければならない。  

 

第３条  市長は、この条例の施行に当たっては関係者の所有権

その他の財産権を尊重するとともに、文化財の保護と他の公

益との調整に留意しなければならない。  

 

（指定）  （指定）  

第４条  教育委員会は、本市の区域内に存する文化財（法及び

県条例の規定による指定を受けた文化財を除く。）のうち本

市にとって重要なものを周南市指定文化財（以下「市指定文

化財」という。）に指定することができる。  

第４条  市長は、本市の区域内に存する文化財（法及び県条例

の規定による指定を受けた文化財を除く。）のうち本市にと

って重要なものを周南市指定文化財（以下「市指定文化財」

という。）に指定することができる。  

２  教育委員会は、前項の規定による指定をしようとするとき

は、あらかじめ当該文化財（無形文化財を除く。）の所有者

（所有者が判明しない場合を除く。以下同じ。）及び権原に

基 づ く 占 有 者 （ 権 原 に 基 づ く 占 有 者 が 判 明 し な い 場 合 を 除

く。以下同じ。）の同意を得なければならない。  

２  市長は、前項の規定による指定をしようとするときは、あ

らかじめ当該文化財（無形文化財を除く。）の所有者（所有

者が判明しない場合を除く。以下同じ。）及び権原に基づく

占有者（権原に基づく占有者が判明しない場合を除く。以下

同じ。）の同意を得なければならない。  

３  教育委員会は、無形文化財について第１項の規定による指

定をするときは、当該無形文化財の保持者又は保持団体（無

形文化財を保持する者が主たる構成員となっている団体で代

表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）を認定しなけれ

ばならない。ただし、指定をした後においても保持者又は保

持団体として認定するに足りるものがあると認めるときは、

そのものを保持者又は保持団体として追加認定することがで

３  市長は、無形文化財について第１項の規定による指定をす

るときは、当該無形文化財の保持者又は保持団体（無形文化

財を保持する者が主たる構成員となっている団体で代表者の

定めのあるものをいう。以下同じ。）を認定しなければなら

ない。ただし、指定をした後においても保持者又は保持団体

として認定するに足りるものがあると認めるときは、そのも

のを保持者又は保持団体として追加認定することができる。  



 

- 11 
- 

現行  改正案  

きる。  

 

 

（解除）  （解除）  

第５条  教育委員会は、市指定文化財が市指定文化財としての

価値を失った場合その他特殊の理由があるときは、その指定

を解除することができる。  

第５条  市長は、市指定文化財が市指定文化財としての価値を

失った場合その他特殊の理由があるときは、その指定 を解除

することができる。  

２  教育委員会は、市指定文化財の保持者が心身の故障のため

保持者として適当でなくなったと認められる場合、保持団体

がその構成員の異動のため保持団体として適当でなくなった

と認められる場合その他特殊の理由があるときは、その認定

を解除することができる。  

２  市長は、市指定文化財の保持者が心身の故障のため保持者

として適当でなくなったと認められる場合、保持団体がその

構成員の異動のため保持団体として適当でなくなったと認め

られる場合その他特殊の理由があるときは、その認定を解除

することができる。  

３・４  （略）  

 

３・４  （略）  

 

（指定等に関する意見の聴取）  （指定等に関する意見の聴取）  

第６条  教育委員会は、次に掲げる事項については、あらかじ

め周南市文化財審議会の意見を聴くものとする。  

第６条  市長は、次に掲げる事項については、あらかじめ周南

市文化財審議会の意見を聴くものとする。  

(１ )～ (６ ) （略）  

 

(１ )～ (６ ) （略）  

 

（告示及び通知並びに指定書等の交付）  （告示及び通知並びに指定書等の交付）  

第７条  第４条第１項の規定による指定（同条第３項ただし書

の規定による追加認定を含む。）は、教育委員会がその旨を

告示するとともに、当該文化財の所有者及び権原に基づく占

有者、保持者又は保持団体として認定しようとするもの（保

持団体にあっては、その代表者）に通知して行う。  

第７条  第４条第１項の規定による指定（同条第３項ただし書

の規定による追加認定を含む。）は、市長がその旨を告示す

るとともに、当該文化財の所有者及び権原に基づく占有者、

保持者又は保持団体として認定しようとするもの（保持団体

にあっては、その代表者）に通知して行う。  

２  教育委員会は、第４条第１項の規定による指定（同条第３ ２  市長は、第４条第１項の規定による指定（同条第３項ただ
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項ただし書の規定による追加認定を含む。）をしたときは、

当該市指定文化財の所有者には指定書、保持者又は保持団体

の代表者には認定書を交付しなければならない。  

し書の規定による追加認定を含む。）をしたときは、当該市

指定文化財の所有者には指定書、保持者又は保持団体の代表

者には認定書を交付しなければならない。  

３  （略）  ３  （略）  

４  市指定文化財の所有者、保持者（保持者が死亡した場合に

あっては、その相続人）又は保持団体の代表者（保持団体が

解散した場合にあっては、その代表者であった者）は、前項

の規定により市指定文化財の指定又は認定の解除の通知を受

けたときは、速やかに指定書又は認定書を教育委員会に返付

しなければならない。  

 

４  市指定文化財の所有者、保持者（保持者が死亡した場合に

あっては、その相続人）又は保持団体の代表者（保持団体が

解散した場合にあっては、その代表者であった者）は、前項

の規定により市指定文化財の指定又は認定の解除の通知を受

けたときは、速やかに指定書又は認定書を市長に返付しなけ

ればならない。  

 

（管理及び修理の義務）  （管理及び修理の義務）  

第８条  市指定文化財の所有者、保持者又は保持団体の代表者

は、この条例及びこれに基づく教育委員会規則で定めるとこ

ろに従い、当該市指定文化財の管理及び修理の責に任ずるも

のとする。  

 

第８条  市指定文化財の所有者、保持者又は保持団体の代表者

は、この条例及びこれに基づく規則で定めるところに従い、

当該市指定文化財の管理及び修理の責に任ずるものとする。  

 

（管理方法の助言又は勧告）  （管理方法の助言又は勧告）  

第９条  教育委員会は、市指定文化財の所有者、保持者又は保

持団体その他その管理に当たることを適当と認める者（以下

「管理者」という。）に対し、市指定文化財の管理方法に関

し必要な助言又は勧告をすることができる。  

 

第９条  市長は、市指定文化財の所有者、保持者又は保持団体

その他その管理に当たることを適当と認める者（以下「管理

者」という。）に対し、市指定文化財の管理方法に関し必要

な助言又は勧告をすることができる。  

 

（届出事項）  （届出事項）  

第 10条  次に掲げる場合には、市指定文化財の所有者、保持者 第 10条  次に掲げる場合には、市指定文化財の所有者、保持者
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（保持者が死亡した場合にあっては、その相続人）又は保持

団体の代表者（保持団体が解散した場合にあっては、その代

表者であった者）は、速やかに指定書又は認定書を添えて教

育委員会に届け出なければならない。  

（保持者が死亡した場合にあっては、その相続人）又は保持

団体の代表者（保持団体が解散した場合にあっては、その代

表者であった者）は、速やかに指定書又は認定書を添えて市

長に届け出なければならない。  

(１ )～ (３ ) （略）  (１ )～ (３ ) （略）  

(４ ) 市指定文化財の全部又は一部が滅失し、若しくは き損

し、又はこれを亡失し、若しくは盗み取られたとき。  

(４ ) 市指定文化財の全部又は一部が滅失し、若しくは 毀損

し、又はこれを亡失し、若しくは盗み取られたとき。  

(５ )・ (６ ) （略）  

 

(５ )・ (６ ) （略）  

 

（管理又は修理の補助）  （管理又は修理の補助）  

第 11条  （略）  第 11条  （略）  

２  前項の規定により補助金を交付する場合には、 教育委員会

は、当該補助金に係る管理又は修理に関し必要な指示をする

とともに、必要があると認めるときは、当該管理又は修理に

ついて指揮監督をすることができる。  

 

２  前項の規定により補助金を交付する場合には、 市長は、当

該補助金に係る管理又は修理に関し必要な指示をするととも

に、必要があると認めるときは、当該管理又は修理について

指揮監督をすることができる。  

 

（補助金の返還等）  （補助金の返還等）  

第 12条  市 長 は 、 前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 補 助 金 の 交 付 を 受

け、又は受けることとなった所有者、保持者又は保持団体及

び 管 理 者 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 当 該 所 有

者、保持者又は保持団体及び管理者に対し、既に交付した補

助金の全部若しくは一部の返還を命じ、又は補助金の全部若

しくは一部の交付をしないことができる。  

第 12条  市 長 は 、 前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 補 助 金 の 交 付 を 受

け、又は受けることとなった所有者、保持者又は保持団体及

び 管 理 者 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 当 該 所 有

者、保持者又は保持団体及び管理者に対し、既に交付した補

助金の全部若しくは一部の返還を命じ、又は補助金の全部若

しくは一部の交付をしないことができる。  

(１ ) 管理又は修理に関し、この条例又はこれに基づく 教育

委員会規則に違反したとき。  

(１ ) 管理又は修理に関し、この条例又はこれに基づく 規則

に違反したとき。  
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(２ )・ (３ ) （略）  

 

(２ )・ (３ ) （略）  

 

（現状変更等の制限及び損失補償）  （現状変更等の制限及び損失補償）  

第 13条  市指定文化財の現状を変更しようとするとき、又は保

存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、教育委員会の

許可を受けなければならない。ただし、現状変更については

維持の措置で教育委員会規則で定める範囲のもの又は非常災

害のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす

行為については影響の軽微である場合は、この限りでない。  

第 13条  市指定文化財の現状を変更しようとするとき、又は保

存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、市長の許可を

受けなければならない。ただし、現状変更については維持の

措置で規則で定める範囲のもの又は非常災害のために必要な

応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影

響の軽微である場合は、この限りでない。  

２  教育委員会は、前項の規定による許可を与える場合におい

ては、必要な指示をすることができる。  

２  市長は、前項の規定による許可を与える場合においては、

必要な指示をすることができる。  

３  教育委員会は、第１項の規定による許可を受けた者が前項

の規定による指示に従わないときは、許可に係る行為の停止

を命じ、又はその許可を取り消すことができる。  

３  市長は、第１項の規定による許可を受けた者が前項の規定

に よ る 指 示 に 従 わ な い と き は 、 許 可 に 係 る 行 為 の 停 止 を 命

じ、又はその許可を取り消すことができる。  

４  （略）  

 

４  （略）  

 

（修理の届出等）  （修理の届出等）  

第 14条  市指定文化財を修理しようとするときは、その所有者

及び管理者は、あらかじめその旨を教育委員会に届け出なけ

ればならない。ただし、第 11条第１項の規定による補助金の

交付を受けて修理を行う場合又は前条第１項の規定による許

可を受けて修理を行う場合は、この限りでない。  

第 14条  市指定文化財を修理しようとするときは、その所有者

及び管理者は、あらかじめその旨を 市長に届け出なければな

らない。ただし、第 11条第１項の規定による補助金の交付を

受けて修理を行う場合又は前条第１項の規定による許可を受

けて修理を行う場合は、この限りでない。  

２  市指定文化財の保存上必要があると認めるときは、 教育委

員会は、前項の届出に係る市指定文化財の修理に関し技術的

な指導と助言を与えることができる。  

２  市 指 定 文 化 財 の 保 存 上 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 市 長

は、前項の届出に係る市指定文化財の修理に関し技術的な指

導と助言を与えることができる。  
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（管理又は修理に関する勧告等）  （管理又は修理に関する勧告等）  

第 15条  教育委員会は、市指定文化財の管理が適当でないため

その市指定文化財が滅失し、損傷し、又は盗み取られるおそ

れがあると認めるときは、その市指定文化財の所有者及び管

理者に対し、管理方法の改善、保存施設の設置その他管理及

び修理に関して必要な措置を勧告することができる。  

第 15条  市長は、市指定文化財の管理が適当でないためその市

指定文化財が滅失し、損傷し、又は盗み取られるおそれがあ

ると認めるときは、その市指定文化財の所有者及び管理者に

対し、管理方法の改善、保存施設の設置その他管理及び修理

に関して必要な措置を勧告することができる。  

２  （略）  

 

２  （略）  

 

（公開）  （公開）  

第 16条  教育委員会は、市指定文化財の所有者、保持者又は保

持団体及び管理者に対し、当該市指定文化財を公開すること

を勧告することができる。  

第 16条  市長は、市指定文化財の所有者、保持者又は保持団体

及び管理者に対し、当該市指定文化財を公開することを勧告

することができる。  

２  （略）  ２  （略）  

３  第１項の規定による勧告に基づき公開したことに起因して

市指定文化財が滅失し、又はき損したときは、市は、所有者

に対し通常生ずべき損失を補償する。ただし、所有者の責め

に帰すべき理由によって滅失し、又はき損した場合は、この

限りでない。  

 

３  第１項の規定による勧告に基づき公開したことに起因して

市指定文化財が滅失し、又は毀損したときは、市は、所有者

に対し通常生ずべき損失を補償する。ただし、所有者の責め

に帰すべき理由によって滅失し、又は毀損した場合は、この

限りでない。  

 

（報告及び調査等）  （報告及び調査等）  

第 17条  教育委員会は、必要があると認めるときは、市指定文

化財の所有者、保持者又は保持団体の代表者及び管理者に対

し、当該市指定文化財の現状又は管理、修理若しくは環境保

全の状況について報告を求めることができる。  

第 17条  市長は、必要があると認めるときは、市指定文化財の

所有者、保持者又は保持団体の代表者及び管理者に対し、当

該市指定文化財の現状又は管理、修理若しくは環境保全の状

況について報告を求めることができる。  
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２  教育委員会は、必要があると認めるときは、所有者の同意

を得て市指定文化財の調査を行うことができる。  

２  市長は、必要があると認めるときは、所有者の同意を得て

市指定文化財の調査を行うことができる。  

３  教育委員会は、市指定文化財（有形文化財、有形民俗文化

財及び記念物を除く。）の保存のため必要があると認めると

きは、当該市指定文化財について自ら記録の作成その他その

保存のため適当な措置を執ることができる。  

 

３  市長は、市指定文化財（有形文化財、有形民俗文化財及び

記念物を除く。）の保存のため必要があると認めるときは、

当該市指定文化財について自ら記録の作成その他その保存の

ため適当な措置を執ることができる。  

 

（標識等の設置）  （標識等の設置）  

第 18条  教育委員会は、市指定文化財の指定をしたときは、当

該 市 指 定 文 化 財 の 管 理 に 関 し て 必 要 な 標 識 、 説 明 板 、 境 界

標、囲さくその他の施設を設置するものとする。  

 

第 18条  市長は、市指定文化財の指定をしたときは、当該市指

定文化財の管理に関して必要な標識、説明板、境界標、 囲柵

その他の施設を設置するものとする。  

 

（選定保存技術の選定等）  （選定保存技術の選定等）  

第 19条  教育委員会は、本市の区域内に存する伝統的な技術又

は技能で文化財の保存のために欠くことのできないもの（法

又は県条例の規定により選定保存技術に選定されたものを除

く。）のうち本市として保存の措置を講ずる必要があるもの

を周南市選定保存技術（以下「市選定保存技術」という。）

として選定することができる。  

第 19条  市長は、本市の区域内に存する伝統的な技術又は技能

で文化財の保存のために欠くことのできないもの（法又は県

条例の規定により選定保存技術に選定されたものを除く。）

のうち本市として保存の措置を講ずる必要があるものを周南

市選定保存技術（以下「市選定保存技術」という。）として

選定することができる。  

２  教育委員会は、前項の規定による選定をするときは、市選

定保存技術の保持者又は保存団体（市選定保存技術を保存す

ることを主たる目的とする団体（財団を含む。）で代表者又

は管理人の定めのあるものをいう。以下同じ。）を認定しな

ければならない。ただし、選定をした後においても保持者又

は保存団体として追加認定することができる。  

２  市長は、前項の規定による選定をするときは、市選定保存

技術の保持者又は保存団体（市選定保存技術を保存すること

を主たる目的とする団体（財団を含む。）で代表者又は管理

人の定めのあるものをいう。以下同じ。）を認定しなければ

ならない。ただし、選定をした後においても保持者又は保存

団体として追加認定することができる。  
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３  （略）  ３  （略）  

４  第１項の規定による選定（第２項ただし書の規定による追

加認定を含む。）は、教育委員会がその旨を告示するととも

に、当該市選定保存技術の保持者又は保存団体として認定し

ようとするもの（保存団体にあっては、その代表者又は管理

人）に通知して行う。  

４  第１項の規定による選定（第２項ただし書の規定による追

加認定を含む。）は、市長がその旨を告示するとともに、当

該市選定保存技術の保持者又は保存団体として認定しようと

するもの（保存団体にあっては、その代表者又は管理人）に

通知して行う。  

５  教育委員会は、第１項の規定による選定（第２項ただし書

の規定による追加認定を含む。）をしたときは、当該市選定

保存技術の保持者又は保存団体の代表者若しくは管理人に認

定書を交付しなければならない。  

 

５  市長は、第１項の規定による選定（第２項ただし書の規定

による追加認定を含む。）をしたときは、当該市選定保存技

術の保持者又は保存団体の代表者若しくは管理人に認定書を

交付しなければならない。  

 

（選定保存技術の解除等）  （選定保存技術の解除等）  

第 20条  教育委員会は、市選定保存技術について保存の措置を

講 ず る 必 要 が な く な っ た 場 合 そ の 他 特 殊 の 理 由 が あ る と き

は、その選定を解除することができる。  

第 20条  市長は、市選定保存技術について保存の措置を講ずる

必要がなくなった場合その他特殊の理由があるときは、その

選定を解除することができる。  

２  教育委員会は、保持者が心身の故障のため保持者として適

当でなくなったと認められる場合、保存団体が保存団体とし

て適当でなくなったと認められる場合その他特殊の理由があ

るときは、保持者又は保存団体の認定を解除することができ

る。  

２  市長は、保持者が心身の故障のため保持者として適当でな

くなったと認められる場合、保存団体が保存団体として適当

でなくなったと認められる場合その他特殊の理由があるとき

は、保持者又は保存団体の認定を解除することができる。  

３・４  （略）  ３・４  （略）  

５  第１項、第３項及び前項の規定による選定の解除又は第２

項の規定による認定の解除は、教育委員会がその旨を告示す

るとともに、当該市選定保存技術の保持者（保持者が死亡し

た場合にあっては、その相続人）又は保 存団体の代表者若し

５  第１項、第３項及び前項の規定による選定の解除又は第２

項の規定による認定の解除は、市長がその旨を告示するとと

もに、当該市選定保存技術の保持者（保持者が死亡した場合

にあっては、その相続人）又は保存団体の代表者若しくは管
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現行  改正案  

くは管理人（保存団体が解散した場合にあっては、その代表

者又は管理人であった者）に通知して行う。  

理人（保存団体が解散した場合にあっては、その代表者又は

管理人であった者）に通知して行う。  

６  市選定保存技術の保持者又は保存団体として認定を受けて

いたものが、前項の規定による選定又は認定の解除の通知を

受けたときは、当該市選定保存技術の保持者（保持者が死亡

した場合にあっては、その相続人）又は保存団体の代表者若

しくは管理人（保存団体が解散した場合にあっては、その代

表者又は管理人であった者）は、速やかに認定書を教育委員

会に返付しなければならない。  

 

６  市選定保存技術の保持者又は保存団体として認定を受けて

いたものが、前項の規定による選定又は認定の解除の通知を

受けたときは、当該市選定保存技術の保持者（保 持者が死亡

した場合にあっては、その相続人）又は保存団体の代表者若

しくは管理人（保存団体が解散した場合にあっては、その代

表者又は管理人であった者）は、速やかに認定書を市長に返

付しなければならない。  

 

（選定保存技術の保持者の氏名変更等）  （選定保存技術の保持者の氏名変更等）  

第 21条  市 選 定 保 存 技 術 の 保 持 者 が 氏 名 若 し く は 住 所 を 変 更

し、又は死亡したとき、その他教育委員会規則の定める理由

があるときは、保持者（保持者が死亡した場合にあっては、

その相続人）は、速やかにその旨を教育委員会に届け出なけ

ればならない。保存団体が名称、事務所の所在地若しくは代

表者若しくは管理人を変更し、構成員に異動を生じ、又は解

散したときも、代表者又は管理人（保存団体が解散した場合

にあっては、代表者又は管理人であった者）について、同様

とする。  

 

第 21条  市 選 定 保 存 技 術 の 保 持 者 が 氏 名 若 し く は 住 所 を 変 更

し、又は死亡したとき、その他規則の定める理由があるとき

は 、 保 持 者 （ 保 持 者 が 死 亡 し た 場 合 に あ っ て は 、 そ の 相 続

人）は、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。

保存団体が名称、事務所の所在地若しくは代表者若しくは管

理人を変更し、構成員に異動を生じ、又は解散したときも、

代表者又は管理人（保存団体が解散した場合にあっては、代

表者又は管理人であった者）について、同様とする。  

 

（選定保存技術の保存）  （選定保存技術の保存）  

第 22条  教育委員会は、市選定保存技術の保存のため必要があ

る と 認 め る と き は 、 市 選 定 保 存 技 術 に つ い て 自 ら 記 録 の 作

成、伝承者の養成その他その保存のため適当な措置を執るこ

第 22条  市長は、市選定保存技術の保存のため必要があると認

めるときは、市選定保存技術について自ら記録の作成、伝承

者の養成その他その保存のため適当な措置を執ることができ
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現行  改正案  

とができるものとし、市は、保持者又は保存団体その他その

保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存に要す

る経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。  

るものとし、保持者又は保存団体その他その保存に当たるこ

とを適当と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を

予算の範囲内で補助することができる。  

２  （略）  

 

２  （略）  

 

（選定保存技術の保存に関する指導又は助言）  （選定保存技術の保存に関する指導又は助言）  

第 23条  教育委員会は、市選定保存技術の保持者又は保存団体

その他その保存に当たることを適当と認める者に対し、その

保存のため必要な指導又は助言をすることができる。  

 

第 23条  市長は、市選定保存技術の保持者又は保存団体その他

その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存の

ため必要な指導又は助言をすることができる。  

 

（審議会の設置）  （審議会の設置）  

第 24条  教育委員会の諮問に応じて、文化財の保存及び活用に

関し必要な調査及び審議を行うため、周南市文化財審議会を

置く。  

第 24条  市長の諮問に応じて、文化財の保存及び活用に関し必

要な調査及び審議を行うため、周南市文化財審議会を置く。  

２  周南市文化財審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

別に教育委員会が規則で定める。  

 

２  周南市文化財審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。  

 

（委任）  （委任）  

第 25条  この条例の施行については、第 11条第１項、第 12条、

第 13条第４項、第 16条（第１項を除く。）及び第 22条（第２

項で準用する第 11条第２項を除く。）に関する事項は、市長

が定め、その他の事項は、教育委員会規則で定める。  

 

第 25条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。  
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山田家本屋保存条例新旧対照表（附則第７項の改正）  

現行  改正案  

（公開日）  （公開日）  

第４条  山田家本屋は、次に掲げる日を除き、毎日公開する。

ただし、周南市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が、管理上特に必要があると認めるときは変更することがで

きる。  

第４条  山田家本屋は、次に掲げる日を除き、毎日公開する。

ただし、市長が、管理上特に必要があると認めるときは変更

することができる。  

(１ )・ (２ ) （略）  

 

(１ )・ (２ ) （略）  

 

（公開時間）  （公開時間）  

第５条  山田家本屋の公開時間は、 10時から 16時 30分までとす

る。ただし、教育委員会が、管理上特に必要があると認める

ときは変更することができる。  

 

第５条  山田家本屋の公開時間は、 10時から 16時 30分までとす

る。ただし、市長が、管理上特に必要があると認めるときは

変更することができる。  

 

（使用の許可）  （使用の許可）  

第７条  山田家本屋を使用しようとするものは、教育委員会の

許可を受けなければならない。  

 

第７条  山田家本屋を使用しようとするものは、市長の許可を

受けなければならない。  

 

（指定管理者への委託）  （指定管理者による管理）  

第 10条  教 育 委 員 会 は 、 山 田 家 本 屋 の 管 理 を 行 う も の （ 以 下

「指定管理者」という。）を指定し、管理を行わせることが

できる。  

 

第 10条  市長は、法人その他の団体であって市長が指定するも

の（以下「指定管理者」という。）に、山田家本屋の管理を

行わせることができる。  

 

（指定管理者の指定の申請）  （指定管理者の指定の申請）  

第 11条  指定管理者になろうとするものは、次に掲げる書類を 第 11条  指定管理者になろうとするものは、次に掲げる書類を
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現行  改正案  

添えて教育委員会に提出しなければならない。  添えて市長に提出しなければならない。  

(１ )・ (２ ) （略）  (１ )・ (２ ) （略）  

(３ ) 前２号に掲げるほか、教育委員会が必要と認める書類  

 

(３ ) 前２号に掲げるほか、市長が必要と認める書類  

 

（業務の範囲）  （業務の範囲）  

第 13条  指定管理者の行う業務は、次のとおりとする。  第 13条  指定管理者の行う業務は、次のとおりとする。  

(１ )～ (３ ) （略）  (１ )～ (３ ) （略）  

(４ )  委 託 さ れ た 業 務 に 関 す る 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る こ

と。  

(４ ) 業務に関する個人情報の保護に関すること。  

(５ ) （略）  

 

(５ ) （略）  

 

（事業報告書の提出）  （事業報告書の提出）  

第 14条  指定管理者は、毎年度終了後速やかに、山田家本屋の

管理の業務に関し事業報告書を作成し、教育委員会に提出し

なければならない。  

 

第 14条  指定管理者は、毎年度終了後速やかに、山田家本屋の

管理の業務に関し事業報告書を作成し、市長に提出しなけれ

ばならない。  

 

（委任）  （委任）  

第 15条  この条例に定めるもののほか、山田家本屋の管理に関

し必要な事項は、教育委員会が別に定める。  

 

第 15条  この条例に定めるもののほか、山田家本屋の管理に関

し必要な事項は、市長が別に定める。  
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周南市民俗資料展示施設条例新旧対照表（附則第８項の改正）  

現行  改正案  

（管理）  （管理）  

第３条  展示施設は、周南市教育委員会（以下「教育委員会」

という。）が管理する。  

 

第３条  展示施設は、市長が管理する。  

 

（休館日）  （休館日）  

第５条  展示施設の休館日は、次のとおりとする。ただし、教

育委員会が特に必要があると認める場合は、これを変更する

ことができる。  

第５条  展示施設の休館日は、次のとおりとする。ただし、市

長が特に必要があると認める場合は、これを変更することが

できる。  

（略）  
 

（略）  
 

  

（開館時間）  （開館時間）  

第６条  展示施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、

教育委員会が特に必要があると認める場合は、これを変更す

ることができる。  

第６条  展示施設の開館時間は、次のとおりとする。ただし、

市長が特に必要があると認める場合は、これを変更すること

ができる。  

（略）  
 

（略）  
 

  

（利用の許可）  （利用の許可）  

第８条  展示施設又は資料を利用しようとする者（以下「利用

者 」 と い う 。 ） は 、 教 育 委 員 会 の 許 可 を 得 な け れ ば な ら な

い。  

 

第８条  展示施設又は資料を利用しようとする者（以下「利用

者」という。）は、市長の許可を得なければならない。  
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現行  改正案  

（利用の制限等）  （利用の制限等）  

第 10条  教 育 委 員 会 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合

は、展示施設及び資料の利用を停止し、若しくは制限し、又

は退館を命じることができる。  

第 10条  市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、展示

施設及び資料の利用を停止し、若しくは制限し、又は退館を

命じることができる。  

(１ )～ (４ ) （略）  

 

(１ )～ (４ ) （略）  

 

（資料の寄贈等）  （資料の寄贈等）  

第 12条  展 示 施 設 に 資 料 を 寄 贈 し 、 又 は 寄 託 し よ う と す る 者

は、教育委員会が別に定める手続によらなければならない。  

 

第 12条  展 示 施 設 に 資 料 を 寄 贈 し 、 又 は 寄 託 し よ う と す る 者

は、別に定める手続によらなければならない。  

 

（委任）  （委任）  

第 13条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し

必要な事項は、教育委員会が規則で定める。  

 

第 13条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し

必要な事項は、市長が定める。  
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周南市の政策推進における組織の役割を定める条例新旧対照表（附則第９項の改正）  

現行  改正案  

（組織の役割）  （組織の役割）  

第３条  （略）  第３条  （略）  

２  組織の役割は、次のとおりとする。  ２  組織の役割は、次のとおりとする。  

(１ )～ (14) （略）  (１ )～ (14) （略）  

(15) 教育委員会事務局  (15) 教育委員会事務局  

ア  市民の自主的・継続的な学習活動の支援及び文化財の

保護・活用を図るとともに、学校・家庭・地域が連携・

協 働 し 、 子 ど も を 見 守 り 育 て る 活 動 を 進 め る こ と に よ

り、生涯学習社会の形成を促進する。  

ア  市 民 の 自 主 的 ・ 継 続 的 な 学 習 活 動 を 支 援 す る と と も

に、学校・家庭・地域が連携・協働し、子どもを見守り

育てる活動を進めることにより、生涯学習社会の形成を

促進する。  

イ・ウ  （略）  

 

イ・ウ  （略）  

 

 


